
「共生社会におけるトイレの環境整備に関する調査研究」について

• H23調査以降のトイレの機能分散の推進等によるトイレの整備状況やバリアフリー化の進展による利用実態の変化に
より、トイレに求められているものが変化している可能性があり、実態を把握し、今後のあり方を検討する必要がある。

• R2バリアフリー法改正による障害者用トイレ等の適正利用に係る広報活動・啓発活動の実施に関し、多様な利用者
の実態に即した取組を行う必要があることから、調査結果を踏まえて今後の取組方針の検討を行う。

３．事例収集／現地調査
• 機能分散がなされた事例を、１．の調査やメーカーヒアリ
ング等により収集し、様々な特性をもつ当事者等とともに
現地調査を行う。

１．トイレの整備状況等調査
• 旅客施設、商業施設、道の駅、SA/PA等について、施設
管理者に①トイレの整備方針、②適正利用推進に関する
方針、③整備事例のアンケート調査を行う。

調査の目的

調査検討の流れ

２．トイレの利用実態調査
• 一般利用者の意識を把握するためのインターネットモニター
アンケートや、様々な特性をもつ当事者等に対するグループ
インタビューを通じ、トイレ利用に関する困りごとを把握する。

４．今後のトイレ整備のあり方と適正利用推進に関
する取組方針の検討
• １～３の調査・検討を踏まえ、検討会において、今後のト
イレ整備のあり方と適正利用推進に関する取組方針をとり
まとめる。

調査検討体制

スケジュール

時期 実施内容

R2年5月 意見交換会
（書面）

・調査の目的
・調査方針について 等

R2年6月～8月
・整備状況調査
・インターネットモニターアンケート
・好事例等ヒアリング 等

R2年10月9日(金) 第１回
検討会開催

・各種調査結果報告
・今後の方向性について 等

R2年11月 ・グループインタビューの実施
・好事例等の現地調査

R2年12月10日(木) 第２回
検討会開催 ・報告書（案）のとりまとめ

R3年３月12日(金) 調査報告書の公表

学識経験者、障害者団体、子育て関係団体、施設管理者
団体、設計者・設備メーカー団体、地方公共団体
（委員⾧:高橋名誉教授（東洋大））

検討会の構成

各種ガイドライン等への反映・
取組方針を踏まえた広報啓発等の実施
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